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１．平成27年度（2015）出雲市水道事業会計　決算書

（１）収益的収入及び支出 （単位：円、消費税及び地方消費税込）

区　　分 予　算　額 決　算　額 （うち消費税及び地方消費税） 繰　越　額

営 業 収 益 2,539,575,000 2,592,952,504 (187,581,291)

営 業 外 収 益 450,125,000 448,090,326 (6,024,974)

特 別 利 益 200,000 10,146,434 (2,072)

収 入 合 計 2,989,900,000 3,051,189,264 (193,608,337)

営 業 費 用 2,407,265,000 2,249,713,279 (60,727,625) 21,845,000

営 業 外 費 用 264,176,000 240,015,387

特 別 損 失 10,201,407 10,280,365 (36,622)

予 備 費 10,566,593 0

支 出 合 計 2,692,209,000 2,500,009,031 (60,764,247) 21,845,000

（２）資本的収入及び支出

区　　分 予　算　額 決　算　額 （うち消費税及び地方消費税） 繰　越　額

企 業 債 283,000,000 283,000,000

工 事 負 担 金 101,840,000 56,810,520

他 会 計 負 担 金 950,000 18,175,152

収 入 合 計 385,790,000 357,985,672

建 設 改 良 費 977,079,000 743,014,411 (49,644,964) 136,209,600

企 業 債 償 還 金 409,089,000 409,088,809

予 備 費 1,080,000 0

支 出 合 計 1,387,248,000 1,152,103,220 (49,644,964) 136,209,600
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２．出雲市水道事業会計　損益計算書　（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

（単位：円、消費税及び地方消費税抜 ％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

2,188,985,654 76.6 2,405,371,213 84.2

原 水 及 び 浄 水 費 377,599,671 13.2 給 水 収 益 2,308,447,681 80.8

配 水 及 び 給 水 費 382,585,633 13.4 受 託 工 事 収 益 7,936,000 0.3

受 託 工 事 費 14,367,806 0.5 そ の 他 営 業 収 益 88,987,532 3.1

業 務 費 109,159,075 3.8

総 係 費 143,716,773 5.0 442,065,452 15.4

減 価 償 却 費 1,128,713,144 39.6 加 入 金 69,100,000 2.4

資 産 減 耗 費 32,843,552 1.1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

4,561,611 0.2

他 会 計 繰 入 金 12,800,893 0.4

156,769,687 5.5 施 設 分 担 金 6,040,600 0.2

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

156,769,687 5.5 長 期 前 受 金 戻 入 341,428,662 11.9

雑 支 出 0 0.0 雑 収 益 8,133,686 0.3

10,243,743 0.3 10,144,362 0.4

過 年 度 損 益 修 正 損 642,336 0.0 過 年 度 損 益 修 正 益 25,920 0.0

そ の 他 特 別 損 失 9,601,407 0.3 引 当 金 戻 入 益 10,118,442 0.4

当 年 度 純 利 益 501,581,943 17.6

2,857,581,027 100.0 2,857,581,027 100.0合　　　計

貸　　　　　　　　方

科　　目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

合　　　計

営 業 費 用

科　　目

借　　　　　　　　方

営 業 外 費 用

特 別 損 失
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３．出雲市水道事業会計　貸借対照表（平成28年３月31日）

（単位：円、消費税及び地方消費税抜 ％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

28,439,131,384 91.1 8,245,078,382 26.5

28,437,059,959 91.1 企 業 債 8,215,710,205 26.4

土 地 1,760,679,771 5.6 引 当 金 29,368,177 0.1

建 物 1,145,819,772 3.7 1,116,328,690 3.6

建 物 附 属 設 備 351,101,563 1.1 企 業 債 379,151,988 1.2

構 築 物 20,924,146,254 67.1 未 払 金 368,231,241 1.2

機 械 及 び 装 置 3,613,477,073 11.6 未 払 費 用 1,026,928 0.0

車 両 運 搬 具 9,368,708 0.0 引 当 金 24,582,841 0.1

工 具 器 具 及 び 備 品 62,348,326 0.2 そ の 他 流 動 負 債 125,113,754 0.4

建 設 仮 勘 定 570,118,492 1.8 仮 受 金 218,221,938 0.7

671,425 0.0 8,085,602,188 25.9

借 地 権 671,425 0.0 （ 負 債 合 計 ） 17,447,009,260 56.0

1,400,000 0.0 11,726,714,522 37.6

出 資 金 1,400,000 0.0 1,991,796,173 6.4

350,917,373 1.1

2,726,388,571 8.9 工 事 負 担 金 50,617,002 0.2

現 金 預 金 2,399,476,722 7.7 国 庫 補 助 金 103,814,583 0.3

未 収 金 273,197,533 0.9 受 贈 財 産 評 価 額 11,314,447 0.0

貯 蔵 品 17,431,066 0.1 他 会 計 負 担 金 39,470,717 0.1

前 払 金 35,633,250 0.2 他 会 計 補 助 金 等 2,339,385 0.0

そ の 他 流 動 資 産 650,000 0.0 加 入 金 143,361,239 0.5

1,640,878,800 5.3

減 債 積 立 金 363,614 0.0

建 設 改 良 積 立 金 1,076,101,328 3.5

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

564,413,858 1.8

（ 資 本 合 計 ） 13,718,510,695 44.0

31,165,519,955 100.0 31,165,519,955 100.0資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 繰 延 収 益

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 負 債

資 本 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 資 産

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

科　　目 科　　目

固 定 資 産 固 定 負 債
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４．財務比率・経営比率

区　　　分

％

70.0

％

91.3

％

26.5

％

94.6

％

130.4

％

244.2

％

239.4

回

7.23

回

0.077

回

0.084

％

1.61

％

121.3

501,681千円
31,078,863千円

×100

12 総 収 支 比 率
総 収 益
総 費 用

×100
2,857,580千円
2,355,999千円

11 総 資 本 利 益 率
経 常 利 益 － 経 常 損 失
期首負債資本合計＋期末負債資本合計

２
×100

×100

10 固 定 資 産 回 転 率
営業収益－受託工事収益
期首固定資産＋期末固定資産

２

2,397,435千円
28,669,629千円

9 総 資 本 回 転 率
営業収益－受託工事収益
期首負債資本合計＋期末負債資本合計

２

2,397,435千円
31,078,863千円

8 未 収 金 回 転 率
営業収益－受託工事収益
期首未収金＋期末未収金

２

2,397,435千円
331,552千円

7 当 座 比 率

現 金 及 び 預 金 ＋
（未収金－貸倒引当金）
流 動 負 債

×100
2,672,674千円
1,116,329千円

×100

28,439,131千円
21,804,113千円

×100

6 流 動 比 率
流 動 資 産
流 動 負 債

×100
2,726,389千円
1,116,329千円

5 固 定 比 率
固 定 資 産
資本金＋剰余 金＋ 評価
差 額 等 ＋ 繰 延 収 益

×100

×100

4
固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

固 定 資 産
固定負債＋資本金＋剰余金
＋評価差額等＋繰延収益

×100
28,439,131千円
30,049,191千円

×100

3 固 定 負 債 構 成 比 率
固 定 負 債
負 債 資 本 合 計

×100
8,245,078千円

31,165,520千円
×100

2 固 定 資 産 構 成 比 率
固 定 資 産
固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産
＋ 繰 延 資 産

×100
28,439,131千円
31,165,520千円

×100

算　　　式 平成27年度（2015）

1
自 己 資 本
構 成 比 率

資本金＋剰余 金＋ 評価
差 額 等 ＋ 繰 延 収 益
負 債 資 本 合 計

×100
21,804,113千円
31,165,520千円

×100
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備考

％

71.1

％

89.3

％

25.6

％

92.4

％

125.6

％

317.6

％

301.0

回

7.48

[その他未収金を含む]

回

0.086

回

0.097

％

1.28

[経常収支赤字団体含まず]

％

109.2

[経常収支赤字団体含まず]

総資本の収益性、効率性を示す比率
投下した総資本に対する利益率であり、この数値が高いほど事業の収益性が
良いといえる。

企業の収益性を示す比率
この比率は、損益計算上総収益で総費用をまかなえるかを示し、数値が
100％以上で高いほうが利益率が良い。

平均有形固定資産は、期首と期末の有形固定資産の平均により算出した。
固定資産がどの程度営業活動に利用されているかを示す指標。この数値
が高いほど施設が有効に稼働しているといえる。

平均総資本は、期首と期末の総資本額の平均により算出した。
総資本に対する営業収益の割合であり、この数値が高いほど投下資本に
比して営業活動が活発であることを意味する。

平均営業未収金は、期首と期末の営業未収金の平均により算出した。
この数値は営業未収金の回収速度を示し、高いほうが良い。

短期債務に対する直接的な支払能力を示す比率
この数値は100％以上で高いほうが良い。支払手段として現金預金のほかに
未収金も含むために未収金回転率と併せて分析する必要がある。

自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示す比率
この数値は100％以下であることが望ましいが、水道事業では建設改良の財
源を企業債に依存する度合いが高いので、必然的にこの数値が高くなる。

短期債務に対する支払能力を示す比率
一般にこの数値が200％以上ならば安全といわれており、100％を下回れば
不良債務が発生していることになる。

固定資産がどの程度長期の資本で調達されているかを示す比率
この数値は100％以下で低いことが望ましい。100％を上回ることは、
不良債務発生を意味し警戒しなければならない。

総資本に占める固定負債の割合
資本のうち固定負債、借入資本金への依存度を示す指標であり、自己資本
構成比率とは逆の傾向を示す。

総資本（負債､資本）に占める自己資本（自己資本金､剰余金）の割合
自己資本は､負債と異なり原則として返済する必要のない資本であり、
この数値が高いほど財政状態が良いといえる。

総資産（固定資産､流動資産､繰延勘定）に占める固定資産の割合
一般にこの数値が低いほうが柔軟な経営が可能になるが、水道事業は
施設型の企業であり、数値が高くならざるを得ない｡

平成26（2014）
規模別全国平均
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区　　　分 算　　　式 平成27年度（2015）

％

121.4

％

110.2

％

1.82

％

52.0

％

17.7

％

6.8

％

48.9

％

9.6

％

42.4

円

68.1

％

89.7

％

69.1

％

62.1

13 経 常 収 支 比 率
営業収益＋営 業外 収益
営業費用＋営 業外 費用

×100
2,847,436千円
2,345,755千円

×100

14 営 業 収 支 比 率
営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費用

×100
2,397,435千円
2,174,619千円

×100

156,769千円
8,594,862千円

×100

16
企 業 債 償 還 元 金 対
減 価 償 却 費 比 率

建設改良のための企業債償還元金

当 年 度 減 価 償 却 費 －
長 期 前 受 金 戻 入

×100
409,089千円
787,285千円

15 利 子 負 担 率
支 払 利 息
建設改良費等、その他の企業債・長期借入金
＋ 再 建 債 ＋ リ ー ス 債 務 ＋ 一 時 借 入 金

×100

×100

17
企 業 債 償 還 元 金 対
給 水 収 益 比 率

建設改良のための企業債償還元金

給 水 収 益
×100

409,089千円
2,308,448千円

×100

18
企 業 債 利 息 対
給 水 収 益 比 率

企 業 債 利 息
給 水 収 益

×100
156,769千円

2,308,448千円
×100

1,128,713千円
2,308,448千円

×100

20
職 員 給 与 費 対
給 水 収 益 比 率

職 員 給 与 費
給 水 収 益

×100
220,936千円

2,308,448千円

19
減 価 償 却 費 対
給 水 収 益 比 率

減 価 償 却 費
給 水 収 益

×100

×100

43,349㎥
48,306㎥

×100

21
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

有形固定資産減価償却累計額
有 形 固 定 資 産 の う ち 償 却
対 象 資 産 の 帳 簿 原 価

×100
19,204,963千円
45,311,225千円

×100

48,306㎥
69,859㎥

23 負 荷 率
一 日 平 均 配 水 量
一 日 最 大 配 水 量

×100

22 資 本 費

企業債利息＋減価償却費＋受水

費中資本費－長期前受金戻入

年 間 総 有 収 水 量
982,373千円
14,435千㎥

×100

25 施 設 利 用 率
一 日 平 均 配 水 量
配 水 能 力

×100
43,349㎥
69,859㎥

×100

24 最 大 稼 働 率
一 日 最 大 配 水 量
配 水 能 力

×100
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備考
平成26（2014）
規模別全国平均

％

114.8

[経常収支赤字団体含まず]

％

107.9

[経常収支赤字団体含まず]

％

2.40

％

67.9

％

21.0

％

7.4

％

41.0

％

10.3

％

43.2

円

67.07

％

89.6

％

71.7

％

64.2
水道施設の経済性を総括的に分析する比率
この数値が高いほど効率的で経済的である。
なお、負荷率、最大稼働率と併せて適切な施設規模を考察する。

計画に対する施設効率を分析する比率
平成27年度の一日最大配水量は48,306㎥であった。

有収水量１㎥当たりの企業債利息及び減価償却費の額

施設の効率性を分析する比率
この数値が高いほど効率的である。季節的な需要変動が大きいと施設効率
は悪くなり、負荷率が小となる。

有形固定資産の減価償却の割合
この比率により減価償却の進み具合や、資産の老朽化の度合を計ることが
できる。数値が高いほど資産取得後の年数が経過しているといえる。

水道料金収入に対する減価償却費の割合

水道料金収入に対する職員給与費の割合
職員給与費は、受託工事費勘定、資本勘定所属職員分を除く。

水道料金収入に対する企業債利息の割合
企業債の支払利息がどの程度経営の圧迫要因になっているかを示し、
この数値が低いほうが良い。

水道料金収入に対する企業債償還金の割合
企業債償還元金がどの程度経営の圧迫要因になっているかを示し、
この数値が低いほうが良い。

利子負担の程度を示す指標。平均有利子負債（企業債、他会計借入金、
一時借入金）は、期首と期末の平均で算出した。この数値が低いほうが、
低利の借入金を利用しているといえる。

減価償却費に対する企業債償還金の割合
内部留保資金である減価償却費で、企業債償還元金をまかなえるかを示す。
また、投下資本の回収と再投資のバランスを見ることもできる。

企業の主たる営業活動における収益性を示す比率
この数値が100％以上で高いほうが利益率が良く、健全経営といえる。

企業の経常的な活動における収益性を示す比率
この数値が100％以上で高いほうが利益率が良い。
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区　　　分 算　　　式 平成27年度（2015）

㎥/ｍ

10.9

㎥/万円

5.58

人

4,386

㎥

481,181

千円

79,91530
職 員 １ 人 当 た り
営 業 収 益

営業収益－受託工事収益
損 益 勘 定 職 員 数

　　2,397,435千円
　　　　　30人

29
職 員 １ 人 当 た り
有 収 水 量

年 間 総 有 収 水 量
損 益 勘 定 職 員 数

14,435,437㎥
30人

28
職 員 １ 人 当 た り
給 水 人 口

現 在 給 水 人 口
損 益 勘 定 職 員 数

131,566人
30人

27 固 定 資 産 使 用 効 率
年 間 総 配 水 量
有 形 固 定 資 産

15,866千㎥
28,437,060千円

26 配 水 管 使 用 効 率
年 間 総 配 水 量
導水管＋送水管＋配水管延長

15,866千㎥
1,449千ｍ

－ 79 －



備考
平成26（2014）
規模別全国平均

㎥/ｍ

19.6

㎥/万円

7.37

人

4,530

㎥

516,150

千円

78,082

＊地方公営企業会計基準の見直しにより、新たな会計基準を適用して数値を算出している。

＊規模別全国平均は給水人口10万人以上15万人未満で地下水、伏流水を主な水源とする事業体の平均値

労働生産性を分析する指標
職員数と業務量について給水量で比較する。

労働生産性を分析する指標
職員数と業務量について営業収益で比較する。

水道施設の効率性を分析する指標
有形固定資産に対する配水量の割合であり、この数値が高いほど効率的で
あるといえる。

労働生産性を分析する指標
職員数と業務量について給水人口で比較する。
職員数は損益勘定所属職員で、平成27年度は30人である。

導水管、送水管、配水管の効率性を分析する指標
水道管の布設延長に対する配水量の割合であり、この数値が高いほど良い。
給水区域の人口密度によって影響を受ける。

－ 80 －



５．給水原価及び供給単価算出図（平成27年度決算）

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

・総配水量　　15,865,911㎥

・有収水量　　14,435,437㎥

・有 収 率　　90.98%

給水収益 長期前受金戻入を除く給水費用

2,308,447,681 1,989,958,873

原水・浄水費

直接給水費用 377,599,671

760,185,304 配水・給水費

382,585,633

1㎥当たり単価

供給単価（販売価格） 給水原価

年間有収水量に対し 年間有収水量に対し

159円92銭 137円85銭

直接給水原価

年間総配水量に対し

47円91銭

＊給水費用

　　総費用　　　受託工事費　 特別損失

2,355,999,084－(14,367,806＋10,243,743)＝2,331,387,535

161円50銭

総原価

年間総配水量に対し

146円94銭

109,159,075

総係費

143,716,773

販売原価

年間有収水量に対し

32,843,552

業務費

給
水
費
用

長期前受金戻入

341,428,662
減価償却費

1,128,713,144

営業外費用

156,769,687

資産減耗費

－ 81 －


